























































提に、環境要因と組織との適応関係の究明がなされ（Burns & Stalker, 1961；Woodward, 











& Salancik, 1978, 等）。同様に外部依存を前提とする新制度派組織論では、外部からの正
当性の獲得が組織の生存可能性を高めるとし、これを環境適応の鍵概念として捉えている






性等）をもって企業環境を捉え、組織との適合関係が研究された（Burns & Stalker, 1961；





















的に捉えた組織間関係論、資源依存理論が展開される（Pfeffer & Salancik, 1978, 等）。他方、
新制度派組織論ではコンティンジェンシー理論で重視された技術的効率性（技術的環境）と






































企業家の能動的姿勢の欠如が、多くの研究によって指摘されてきた（Child, 1972；Pondy & 
Mitroff, 1979；野中，1985, 等）。そのため、後続研究では組織の内生的過程に着目する研究


































の状況は、秋田県 25 市町村中 21 地区（84％）、島根県 19 市町村中 19 地区（100％）、鹿児
島県 43 市町村中 41 地区（95％）、沖縄県 41 市町村中 18 地区（43％）である3）。
また、４県の高齢化率は約 30 年前の1986 年と 2019 年で、秋田県 13％から 37.2％へ、島











































島根県の人口は 2019年10月１日時点で人口 67 万人（県計 673,891人）である。人口動態
については 1986 年から 2019 年まで 34 年連続して減少している状況である7）。1986 年では









24,969 社であり、以下図３に示すように主要都市と比較すると 2016 年の企業数全国順位
は 46 位である9）。全域条件不利地域４県との比較では、島根の企業数が最も少なく、また
2009 年を基準とした場合 2016 年時点での減少率は秋田県に次いで高く（16％減）、約 5,000
社の減少が見られる（図４）。
年 年 年 年（社）
東京 大阪 北海道 島根
年 年 年 年






















（人） 鹿児島県 沖縄県 秋田県 島根県 全国
2009 年 559,712 448,482 351,989 249,994 54,532,150
2012 年 570,548 452,911 345,706 243,637 53,485,697
2014 年 577,641 482,127 349,166 244,263 56,248,189
2016 年 566,271 478,724 338,663 238,582 55,210,357



















雇用情勢に関して島根県の有効求人倍率は、2017年９月 1.42 倍（全国 1.38 倍）、2018 年
９月 1.53 倍（全国 1.48 倍）、2019年９月 1.53 倍（全国 1.45 倍）であり、過去 10 年は全国平





出所：内閣府 HP「平成 28 年度国民経済計算について」図表 1 都道府県別県内
総生産（名目、10 億円）より作成。（https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/
data/data_list/kenmin/files/contents/pdf/gaiyou.pdf　2020/05/01）
順位 2015 年 2016 年 増加率（%）
1 東京都 103,805 104,470 0.6
2 愛知県 39,530 39,409 ▲ 0.3
3 大阪府 39,018 38,995 ▲ 0.1
45 島根県 2,487 2,521 1.4
46 高知県 2,393 2,419 1.1
47 鳥取県 1,837 1,864 1.5










































































































評被害の影響などもあり、粘土瓦の需要低下を招いている。石州瓦企業は 2004 年の 25 社か
ら統廃合、倒産等で 2017 年には９社へ減少し、産業と企業を取り巻く経営環境は厳しい状
況にある。
図 10 は島根県を含む粘土かわら製造業３産地の事業所数推移であるが、20 年間で激減し

















年−2014 年）、「地域別統計表データ」（2016 年、2017 年）から作成。
図11　粘土かわら製造業の出荷額、付加価値額の推移
* 島根県 2010 年、2011 年は工業統計表に格納されていない。2015 年は経済センサス調査のため細分類
での該当データがない。
出所：経済産業省 HP 工業統計表「産業細分類別統計表（従業者４人以上の事業所）」（1998 年−2014 年）、
「地域別統計表データ」（2016 年、2017 年）から作成。
表３　粘土かわら製造業３産地の製造品出荷額等（2016 年、2017 年）









年次 　 （人） （万円） （万円）
2016
愛知県 44 1,478 2,971,123 1,319,732
島根県 11 387 483,067 223,438
兵庫県 31 314 404,237 197,651
2017
愛知県 41 1,363 2,579,017 1,106,643
島根県  9 331 413,985 178,973





中国　50.3% 広島県　15.1% 島根県　13.7% 鳥取県　7.8% 山口県　7.3% 岡山県　6.4%





* 従業員数 ：A 社（2019 年１月時点）、C 社（2018 年時点）
出所：各社への問合わせ情報に基づき作成。
創業年 　資本金 従業員数
A 社 1942 年 1,000 万円 149 名
B 社 1931 年 1,000 万円 40 名
C 社 1943 年 2,000 万円 88 名
D 社 1993 年 30,000 万円（出資金） 13 名
E 社 1806 年 800 万円 9 名
F 社 1954 年 500 万円 9 名
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石州瓦の地域別出荷動向については、全体出荷数が 52,416 千枚であり、中国地域 50.3％、
九州 37.0％、近畿 7.4％、四国 3.7％、他 1.5％となっている（2014 年）。生産能力の拡大とと
もに中国地方から九州、四国へと販路展開をおこなってきた。地域別では最大の出荷先は
15％台を占める福岡県、広島県であり、人口および戸数の状況から県内よりも県外出荷が多
くを占めている。市場縮小にともない 2012 年台湾、フィリピン、ロシア、2013 年にはシン
ガポール、中国へ向けた出荷もされている18）。需要減少市場での企業対応として海外市場を
求める動きが挙げられるが、同様の傾向が確認できる（表４）。
石州瓦製造業社は、2020 年現在６社である19）。2004 年では 25 社（４市 22 社、２町３社）



















72 社存在していたが、2011 年においては 45 社へ減少している21）。












































































































































































































































































13） RESAS（地域経済分析システム）、産業別特化係数 2016 年島根県農林水産業（総務省・経済産業
省「経済センサス−活動調査」再編加工）を参照。
14） 株式会社帝国データバンク「島根県 後継者問題に関する企業の実態調査（2018 年）」を参照。
15） 株式会社帝国データバンク「特別企画：全国休廃業・解散動向調査（2018 年）」を参照。休廃業・
解散率＝休廃業・解散件数（当該年）÷前年 12 月時点の企業概要データベース COSMOS2 収録社数。
16） 経済産業省 「2017 年工業統計表」 地域別統計表２．都道府県別産業別統計表（従業者４人以上の事
業所に関する統計表）より算出。
17） 石州瓦工業組合 屋根の学校 HP 「石州瓦のあれこれ」石州瓦物語を参照。（https://www.sekisyu-
kawara.jp/howto/story/index.html 2020/05/01）





20） 石州瓦工業組合提供資料「石州瓦業界の再編（平成 18 年～）」を参照。
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秋田県 HP「秋田県過疎地域自立促進方針（平成 28 年度～ 32 年度）」（https://www.pref.akita.lg.jp/
pages/archive/10731　2020/06/23）
沖縄県 HP「沖縄県過疎地域自立促進方針（平成 28 年度～ 32 年度）」（https://www.pref.okinawa.jp/
site/kikaku/chiikirito/documents/kasohoushin28~32.pdf　2020/06/23）








The Wonder 500™ HP「023 亀谷窯業」（https://thewonder500.com/product/ 瓦食器 /　2020/03/10）　








しまね統計情報データベースHP「平成 29 年度 島根県県民経済計算」「平成 29 年度島根県県民経済計
算の概要」（http://pref.shimane-toukei.jp/index.php?view=21337 2020/05/02）
政府統計の総合窓口 e-Stat「人口推計」 （https://www.e-stat.go.jp/  2020/06/25）
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石州瓦工業組合 HP　新着情報「石州瓦 初のシンガポール輸出へ」2013 年 10 月 10 日（https://www.
sekisyu-kawara.jp/info/131010/index.html　2020/06/25）
石州瓦工業組合 屋根の学校 HP 「石州瓦のあれこれ」石州瓦物語（https://www.sekisyu-kawara.jp/
howto/story/index.html　2020/05/01）
総務省 HP「特別交付税措置に係る地域要件確認表」（平成 30 年 12 月 26 日）（https://www.soumu.
go.jp/main_content/000610490.pdf　2020/06/23）
総務省統計局 HP「人口推計」（https://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.html 2020/06/25）
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